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本県の人口は、平成８年をピークに減少傾向にありますが、生産性の高い産業や地域に
根ざした産業の振興による雇用の創出や学びの場の充実、移住の促進等により、若年人口
を中心に社会減を抑制することが重要です。そのためには、県内企業が魅力ある職場づく
りを目指して、働き方改革や雇用管理改善を促進することにより、雇用機会を着実に確保
していく必要があります。

宮崎の「現下の雇用情勢」（完全失業率と有効求人倍率の動向

県内内定率 卒業後３年以内の離職率

（宮崎労働局調べ） （厚生労働省集計）
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宮崎労働局では、長時間労働を
是正し多様で柔軟な働き方の実現
を目指す「働き方改革」など複数
行政分野にまたがる施策を効果的、
効率的に進め、地域における総合
労働行政機関として機能するため、
局長のリーダーシップの下、県内
の労働基準監督署・ハローワーク
と一体となり、４行政分野（労働
基準、職業安定、雇用環境・均等、
人材開発）施策を総合的に運営し
ていきます。
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最低賃金・賃金の引上げに向けた支援の推進等

（１）最低賃金・賃金の引上げに向けた生産性向上等に取り組む企業への支援

最低賃金・賃金の引上げには、特に中小企業・小規模事業者の生産性向上が不可欠
であり、業務改善助成金の充実により、業務改善や生産性向上に係る企業のニーズに
応え、賃金引上げを支援します。

☆最低賃金制度の適切な運営
宮崎県最低賃金は、令和４年10月６日から時間額853円に改定されました。
また、最低賃金の履行確保に向けて、監督指導等を行います。
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個人の主体的なキャリア形成の促進

（１）地域のニーズに対応した職業訓練の推進等

宮崎県との共催による「地域職業能力開発促進協議会」において、地域のニーズに
対応した職業訓練コースを協議し、協議内容を踏まえて計画を策定します。

（２）デジタル分野における新たなスキルの習得による円滑な再就職支援

デジタル分野に係る公的職業訓練の受講を推奨して受講につなげるとともに、デジ
タル分野における再就職の実現を図ります。

（３）雇用維持及び在籍型出向等の取組の支援

雇用維持の取り組みを行う事業主に対し、雇用調整助成金による支援を実施します。
また、在籍型出向制度を活用し、労働者の雇用維持、キャリアアップ・能力開発へ

の取り組みを行う事業主に対して、産業雇用安定助成金（雇用維持支援コース・スキ
ルアップ支援コース）による支援を実施します。
在籍型出向等支援については、県内の経済・労働者団体、関係行政機関等で構成さ

れる「宮崎県在籍型出向等支援協議会」にて各機関の周知広報等の取り組み、好事例
や実際に出向を実施した事業所へのアンケート結果等について共有を図ります。

ハロートレーニングの令和５年度計画（案）

令和４年度第２回
宮崎県地域職業能力開発促進協議会(R5.2)

■産業雇用安定助成金申請状況（R5.1月末）
【企業規模別(人)】【計画届受理状況】

第３回宮崎県在籍型出向支援等地域協議会
（R5.2オンライン開催)
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１ 労働市場の強化・見える化

（１）改正職業安定法の施行及び民間人材サービス事業者への指導監督の徹底

宮崎県内の派遣元事業者146、職業紹介
事業者151の事業者等（R5.1月末時点）を
中心に、労働者派遣法及び職業安定法の
適正な運営の確保を図るため、指導監督
に万全を期します。
また、事業者自らが適正な運営の確保

を図る上で、法の理解促進に資するよう
各種セミナーを実施いたします。

（１）就職困難者の賃上げを伴う労働移動及びデジタル分野への円滑な移動等の推進

就職困難者の賃上げを伴う労働移動やデジタル分野
への労働移動を推進するための助成金（特定求職者雇
用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース））
の他、離職を余儀なくされた者の賃上げを伴う早期再
就職を支援する助成金（労働移動支援助成金（早期雇
入れ支援コース））について、各種説明会等の機会を
捉え事業主へ周知を行います。

（２）地域の課題に対応し良質な雇用の実現を図る都道府県等の取組等の支援

宮崎県や県内の各自治体が地域の課題に対応するた
めに、国と連携を図りつつ、魅力ある雇用機会の確保
や企業ニーズにあった人材育成、就職促進を一体的に
行うことを支援し、良質な雇用の実現を図ります。

（２）円滑な労働移動に資する情報等の整備

職業情報、職業能力、職場情報等の各
種の情報サイトを周知し、積極的に活用
することで情報を「見える化」し、職業
理解の促進を図り、円滑な再就職支援を
行います。

２ 賃金上昇を伴う労働移動の支援

助成金説明会（R4.11）

小林市と労働局との雇用対策協定運営議会（R5.2)
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３ 継続的なキャリアサポート・就職支援

（１）ハローワークの職業紹介業務のオンライン・デジタル化の推進及び求職者支援

ハローワークにおけるオンライン職業相談
及びオンラインによる就職支援セミナー配信、
ＳＮＳを活用した幅広い情報発信等、オンラ
インサービスの向上を図ります。

（２）人材確保対策コーナーでの支援

人材確保支援の強化を目的にハローワーク宮崎
に設置している「人材確保対策コーナー」におい
て、人手不足が顕著となっている福祉・保育・建
設・警備・運輸分野の重点的なマッチングやセミ
ナー開催による支援を行います。

人材確保支援セミナー（令和４年度 10回開催）

就職面談会（R4.11）

就職活動支援セミナー（R4.11）

（３）雇用と福祉の連携による、離職者への介護・障害福祉分野への就職支援

介護・障害福祉分野の人材確保を支援するため、
ハローワークにおいて、介護分野の魅力発信を目
的としたセミナーの実施や、訓練機関及び福祉人
材センターと連携し、介護分野の訓練受講勧奨や
就職面談会等の開催によるマッチング支援を行い
ます。

（４）ハローワークの就職支援ナビゲーターによる求職者の状況に応じたきめ細かな
担当者制支援

就職支援ナビゲーターが、担当者制により、応
募先企業の選定等今後の活動方法等についての方
向付けや応募書類の個別添削、模擬面接の実施、
その他セミナーを開催するなど、非正規雇用労働
者等の早期再就職の支援を行います。
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１ 男性の育児休業取得・女性活躍の促進

（１）男性の育児休業取得に係る環境整備

令和５年４月に施行された1,000人超の企業を対象とした育児休業等取得状況の公表
の義務化等の法の着実な履行確保を図るとともに、令和４年度より施行されている
「産後パパ育休」のほか、「パパ・ママ育休プラス」や「育児目的休暇」等の男性の
育児に資する制度について、男性労働者が育児休業を取得しやすい雇用環境の整備措
置を実施した事業主等に対する両立支援助成金の活用を推進し、男女とも仕事と育児
が両立できる職場環境の整備を図ります。
また、次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画について、各企業の

実態に即した計画の策定を支援し、101人以上企業の届出の徹底を図ります。
あわせて、「くるみん」等の認定制度を広く周知し、認定の取得促進に向けた働き

かけを行います。

（１）パートタイム・有期雇用労働法及び労働者派遣法の推進
パートタイム・有期雇用労働法及び労働者派遣法に基づく報告徴収、指導監督等を

実施し、法の着実な履行確保を図ります。その際、監督署と連携し、署から提供され
た情報に基づき報告徴収を実施し、不合理な待遇差等を確認した場合には、是正指導
を行うほか、望ましい雇用管理の改善等の助言を行います。

（２）同一労働同一賃金の推進

同一労働同一賃金に取り組む企業の好事例を収集し「多様
な働き方の実現応援サイト」等を通じて、事業主及び労働者
等に対し周知を実施することなどにより、非正規雇用労働者
の待遇改善に係る事業主の取組機運の醸成を図ります。

（２）女性活躍の促進

男女の賃金の差異については、男女の募集・採用、配置・昇進、教育訓練等の男女
差の結果として現れるものであることから、令和４年７月８日より女性活躍推進法に
基づく省令改正により義務化された301人以上の事業主の男女の賃金の差異の情報公表
の着実な履行確保を図るとともに、300人以下の事業主に対しても情報提供等を広く周
知を図り、男女賃金の差異の要因分析と情報公表を契機とした雇用管理改善及び一層
の女性の活躍に向けた取組を促します。

２ 同一労働同一賃金など雇用形態に関わらない公正な待遇の確保等

（３）中小企業の取組の支援
「みやざき働き方改革推進支援センター」のワンストップ相談窓口で社労士等の専

門家による業界別同一労働同一賃金マニュアル等を活用した窓口相談やコンサルティ
ング、セミナーの
実施等に加え、業
別団体等に対する
支援を実施する等、
きめ細かな支援を
行います。

＜働き方改革推進支援センター＞
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３ 新規学卒者等への就職支援

宮崎県内の新規学校卒業者のうち、就職希望者はほぼ全員
が就職していますが（R4.3高卒99.2％、大学等卒97.1％）、
県内企業に就職する割合は非常に低い水準となっています。
宮崎労働局では、県や学校関係者と連携し、在学中の早い

段階から企業ガイダンス等を開催し、県内企業の魅力を伝え
るなど情報発信に取り組んでいます。特に高校生については、就
就職活動を開始する直前に「応募前ジュニアワークフェア」
を県や県教育委員会等と協力して開催し、県内企業の情報に
触れる機会を設けており、これらの取組により県内就職率は徐々
に改善しており、引き続き県外への人材流出防止を図ります。
また、宮崎に魅力ある企業を増やす取組として、ユースエール

などの優良企業の証である認定の取得を県内企業に促すとともに、
優良企業の認定を受けた企業の情報を若者や学校関係者に対する
積極的に周知を行います。

（１）ハローワークの専門窓口における専門担当者のチーム制による就職相談、職業
紹介、職場定着までの一貫した伴奏型支援

ハローワーク宮崎に設置する専門窓口において、専門
担当者によるチームを結成し、個別の支援計画に基づき、
職業相談、必要な能力開発施策へのあっせん、就職後の
定着支援など計画的かつ総合的な支援を図ります。

（２）就職氷河期世代の失業者等を正社員で雇い入れる
企業への助成金等の活用

事業主への（特定求職者雇用開発助成金）の支給により、就職氷河期世代の方の正
社員としての就職を推進します。

４ 就職氷河期世代の活躍支援

（３）就職氷河期世代の活躍支援のための都道府県プラットフォームを活用した支援

行政機関、経済団体などから構成される
プラットフォーム会議を年２回開催し、就
職氷河期世代支援に関する各機関の取組み
の情報共有や意見交換を行い､就職氷河期世
代の正社員化等の支援に取り組みます。

応募前ジュニアワークフェアの様子

第２回プラットフォーム会議 （R4.12オンライン開催）

「若者雇用促進法」に基づき、若者の採用・育成に積極的で、若者の
雇用管理の状況などが優良である企業を厚生労働大臣が認定した企業です。

column ユースエール認定企業って何？
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５ 高齢者の就労・社会参加の促進

70歳までの「高年齢者就業確保措置」実施企業は、令和４年６月１日時点で県全体
の33.2％（全国平均27.9％）となり、生涯現役社会の実現に向け着実に前進していま
す。今後も就業機会確保に取り組む企業の更なる拡大を目指すとともに、事業所への
相談・助言や各種助成金の周知を関係機関と連携して実施します。

（１）外国人労働者の適正な雇用管理に関する助言・援助等の実施、外国人労働者の
雇用管理改善に取り組む企業への支援

令和４年10月末時点で県内の外国人労働者数は
5,616人となり、過去最高を更新しました。外国人
労働者がますます身近な存在となる中、管内におけ
る外国人雇用の状況を正確に把握し、適切な雇用管
理が図られるよう助言・指導を行います。

（２）外国人雇用実態調査の実施

外国人労働者の雇用管理や労働移動の実態を適切に
把握するため、外国人労働者を雇用する事業所、及び
雇用されている外国人労働者を対象とした「外国人雇用実態調査」を実施します。

７ 外国人に対する支援

（１）70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備や高年齢労働者の処遇改善を行う
企業への支援

宮崎、延岡、日向、都城及び高鍋のハローワークに設置している専門窓口（生涯現
役支援窓口）における支援チームによる効果的なマッチング支援をはじめ、各ハロー
ワークでは、65歳を超えて働くことができる求人の開拓や、担当者制によるきめ細や
かな職業相談・職業紹介などを実施し、就職支援に取り組みます。

（２）ハローワークにおける生涯現役支援窓口などによるマッチング支援

宮崎県における法定雇用率達成企業の割合は63.0％（全国５位・全国平均48.3％）と、
全国的にみて高い水準で障害者雇用の取組が進んでいます。
障害者雇用促進法の改正により新たな法定雇用率が設定され、令和８年７月までに

2.7％（公的機関3.0％）へと段階的に引き上げられることから、雇用率未達成企業等の
増加が見込まれることを踏まえ、雇い入れ支援を積極的に行います。併せて、障害者雇
用に優良な取組みを行う中小事業主への認定制度「もにす」の取得促進を図ります。

６ 障害者の就労促進
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１ 柔軟な働き方がしやすい環境整備

（１）良質なテレワークの導入・定着促進

「テレワークの適切な導入及び実施の推進のための
ガイドライン」の周知を行うとともに、「人材確保等
支援助成金（テレワークコース）」を中小企業事業主
に活用していただくよう、周知を図っていきます。

（１）長時間労働の抑制

☆長時間労働の抑制に向けた監督指導の徹底等
長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害を防止するため、時間外・休日労働

時間数が１か月当たり80時間を超えている事業場及び長時間にわたる過重労働による
過労死等の労災請求が行われた事業場に対する監督指導を引き続き実施します。

○ 過重労働解消キャンペーンの実施をします。
・ 使用者団体・労働組合への協力要請
・ 過重労働のおそれのある事業場への重点監督
・ 労働局長によるベストプラクティス企業への

職場訪問

○ 国民に向けた周知・啓発を行います。
・ 過労死等防止対策推進シンポジウムの開催
（11/22宮日会館）

・ ポスターの掲示やリーフレットの配布

（３）ワーク・ライフ・バランスを促進する休暇
制度・就業形態の導入支援による多様な働き
方の普及・促進
選択的週休３日制度も含め、働き方・休み方改革に

取り組んでいる企業の好事例の紹介を行うとともに、
多様な正社員制度について、事例の提供等による更なる周知等を行います。

２ 安全で健康に働くことができる環境づくり

（２）フリーランスと発注者との契約トラブル等に
関する関係省庁と連携した相談支援

ガイドラインを踏まえ、「フリーランス・トラブル
110番」を紹介するなど適切に対応します。

過労死等防止啓発月間（11月）※ 全国一律

過労死等防止対策推進シンポジウムの様子
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☆時間外労働の上限規制適用猶予事業・業種への労働時間短縮等に向けた支援

○ 労働相談がこの10年で2倍となり年間１万件超
→ 労働条件の周知が不十分であることも要因です。
→ 労働基準法において、労働条件通知書を交付すること等による

労働条件の明示が義務付けられていることを広く周知すること
が必要です。

○ 労働者の新規採用が多くなる３月～４月に実施します。
・ 労働局、監督署、安定所においてリーフレット配布、ポスター

掲示、のぼり旗設置
・ 自治体、業界団体等への周知協力依頼等を行います。

労働条件通知書交付推進キャンペーン（３月～４月）※ 宮崎独自

労働局入口に設置している
のぼり旗

長時間労働が疑われる事業場に対する
監督指導結果（令和３年度）

○監督指導を260件行った結果、違反事業場数
189件（違反率72.7％）
【内訳】※産業別は右グラフのとおり

・違法な時間外労働 104件（40.0％）
・賃金不払残業 26件（10.0％）
・過重労働による
健康障害防止措置の未実施 53件（20.4％）

○医師
【労働局の取組】
・宮崎県医療勤務環境改善センターと連携して医療機関への適切な支援
・宿日直許可申請等に関する医療機関からの相談に対し、懇切丁寧な対応

【相談窓口】→ 宮崎県医療勤務環境改善センター

○自動車運送業
【労働局の取組】
・労働時間等説明会などを通じて改善基準告示の丁寧な周知
・発着荷主に対して長時間の恒常的な荷待ち時間を発生させないよう要請等

【相談窓口】→ トラック運転者の長時間労働改善特別相談センター

○建設業
【労働局の取組】
・労働者の処遇改善のための建設キャリアアップシステム等の普及の推進等

【相談窓口】→ 建設業への専門的な支援を行う特別相談窓口
（全国働き方改革推進支援センターに設置予定）

以下の適用猶予事業・業種に対して、生産性向上を図りながら労働時間短縮に取り組む
ための助成金（働き方改革推進支援助成金）の活用を促進し、支援を行います。
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（２）労働条件の確保・改善対策

☆新型コロナの影響を踏まえた適切な労務管理に関する啓発指導等
○ 啓発指導、企業からの相談に対する適切な対応を行います。
○ 未払賃金立替払制度の迅速かつ適正な運用を行います。

☆法定労働条件の確保等
○ 労働基準関係法令の遵守の徹底（悪質な事案に対して厳正対処）を行います。
○ 高校生に対する労働法講話を引き続き実施します。

☆特定の労働分野における労働条件確保対策の推進
○ 外国人労働者
・ 外国人技能実習機構等との相互通報制度の
確実な運用を行います。

○ 自動車運転者
・ 地方運輸機関と連携し、相互通報制度の確
実な運用を行います。

○ 障害者である労働者
・ 障害者である労働者を使用する事業主に対
する啓発・指導を行います。

○ 林業における課題
宮崎県内の林業における死亡災害は令和４年に５件（県内全産業では
18件）発生しており、全国で最も多い件数となっています。県内の林
業においては、伐木等作業における安全水準の向上が喫緊の課題

〇 労働局の取組
こうした状況を受け、宮崎労働局では関係行政機関及び林業関係団体
との連携の下、伐木作業等が本格化する11月の時期に労働災害防止に
向けた重点的な取組を行うこととしています。

林業労働災害防止強調運動（11月）

監督官による高校生向け労働法講話の様子

（３）労働者が安全で健康に働くことができる環境の整備

☆労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進
○ 小売業や介護施設を中心に増加する「転倒」及び腰痛等の「動
作の反動・無理な動作」など職場における労働者の作業行動を起
因とする労働災害（行動災害）への対策
・ 宮崎県介護施設ＳＡＦＥ協議会、宮崎県小売業ＳＡＦＥ協議会
の運営を行います。

・ 「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」の対策を推進します。

☆業種別の労働災害防止対策の推進

○ 建設業における課題
宮崎県内の建設業における死亡災害は令和４年に４件発生しており、

高所からの墜落、車両系建設機械との接触災害などを防止するため、今
まで以上に建設現場における基本的な安全管理の取組みの徹底が課題

〇 労働局の取組
こうした状況を受け、宮崎労働局では関係行政機関及び建設関係団体

との連携の下、最盛期を迎える現場が多くなる年末年始の時期に労働災
害防止に向けた重点的な取組を行うこととしています。

年末年始建設業労働災害防止強調運動（12月1日～翌1月15日）
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☆労働者の健康確保対策の推進
○メンタルヘルス対策・産業保健活動の推進
・ ストレスチェック等の適切な実施にかかる指導を行います。
・ 治療と仕事の両立支援に関する取組を促進します。
〇化学物質等による健康障害防止対策の推進
・ 事業場で取扱う化学物質のリスクアセスメントの実施及び
その結果に基づく適切なばく露低減措置の実施を指導します。

・ 建築物の解体作業時における適切な石綿ばく露防止対策の
実施を指導します。

（４）総合的なハラスメント対策の推進

パワーハラスメント、セクシュアルハラスメント等職場におけるハラスメント防止措
置を講じしていない事業主に事業主に対し厳正な指導を実施すること等により引き続き、
法の履行確保を図ります。
また、事業主が適切なパワーハラスメント防止措置が講じられるよう、事業主・ハラ

スメント相談窓口担当者等向け研修やウェブサイト「あかるい職場応援団」の各種ツー
ルの活用を促すための周知を行います。
就職活動中の学生等に対するハラスメントについて、大学等への出前講座等の機会を

活用して学生等に対して、積極的な周知に努め、相談先等を記載したリーフレットを活
用し、学生が一人で悩むことがない
ように支援しつつ、事案を把握した
場合には、事業主に対して適切な対
応を求めます。
カスタマーハラスメントの防止対

策を推進するため、カスタマーハラ
スメント対策企業マニュアル等を活
用して、企業の取組を促します。
職場におけるハラスメントの撲滅

の機運の向上を目的として、12月の
「職場のハラスメント撲滅月間」に
集中的な広報や特別相談窓口の設置
等の取組を行います。

死亡災害 R4年はH29年よりも１人増加 死傷災害 R４年はH29年よりも1,733人（134％）増加

ハラスメント相談件数 令和４年度（１月末時点）
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１ 労働保険の未手続事業一層対策の推進

労働保険制度の健全な運営や費用負担の公平性の確保、さらには労働者の福祉の向上等
のため労働保険適用促進３か年計画（第10次：令和3～5年度）に基づき、未手続事業一掃
に取り組んでおり、令和５年度は重点把握事業の飲食業、建設業及び理美容業を集中的に
引き続き重点施策として取り組みます。

２ 労働保険料等の適正徴収等

（１）収納率の維持・向上

高額滞納事業主及び複数年度滞納事業主を重点に、効果的、効率的な滞納整理、
納付督励等を行い、収納率の向上に努めます。

☆ 収納額：145億円、収納率：99.32％（令和３年度）

（３）口座振替納付の利用促進

事業主の利便性向上、収納率の向上及び
徴収事務の効率化を図るため、口座振替に
ついて積極的に周知します。

☆ 口座振替率：17.5％（令和４年度）

適用事業場数：19,729
口座振替件数： 3,456

（２）電子申請の利用促進

行政手続コスト削減のため、電子申請の
利用促進を行うこととし、電子申請体験
コーナーを労働局内に常設、年度更新集合
受付会場に設置するなど、利用勧奨を積極
的に行います。

☆ 電子申請率：16.2％（令和４年度）

加入勧奨・新規成立



〒880－0805 宮崎市橘通東3丁目1番22号 宮崎合同庁舎

宮崎労働局の組織①

労働基準監督署一覧

宮崎労働局

総 務 部
（５F・２F）

総務課 0985－38－8820 総務・会計など

労働保険徴収室 0985－38－8822
労働保険の成立、保険料などの決定、労働
保険料の徴収など

雇用環境・均等室
（４F）

0985－38－8821

広報、総合労働相談、男女雇用機会均等・
パートタイム労働・仕事と家庭の両立支援
対策、女性活躍推進に向けた取組、各種助
成金など

労 働 基 準 部
（２F）

監督課 0985－38－8834 事業場の監督指導、労働時間短縮など

健康安全課 0985－38－8835
労働災害の防止、特定機械の検査、免許証
交付など

賃金室 0985－38－8836 最低賃金、家内労働など

労災補償課 0985－38－8837 労災保険給付、社会復帰援護事業など

労災補償課分室 0985－29―5577 労災診療費の審査業務など

職 業 安 定 部
（５F）

職業安定課 0985－38－8823
一般・学卒者の雇用対策、雇用保険事業な
ど

職業安定課
需給調整事業室

0985－38－8823 労働者派遣・民営職業紹介事業など

職業対策課 0985－38－8824
高齢者・障害者の雇用対策、各種助成金・
奨励金制度など

訓練課 0985－38－8838 職業訓練（求職者支援訓練等）制度など

監督署名 所在地 電話番号 主 な 業 務

宮 崎
〒880－0813
宮崎市丸島町1－15

0985－29－6000

・事業場に対する監督指導
・重大・悪質な法違反事案等についての司
法処分
・事業主等から提出される許可申請、認定
申請、届出等の処理
・申告・相談等に対する対応
・機械設備の安全・衛生面の検査
・災害調査の実施・統計調査の実施
・労災保険の給付及び社会復帰促進事業
・労働保険の適用・徴収

延 岡

〒882－0803
延岡市大貫町
1－2885－1
延岡労働庁舎

0982－34－3331

都 城

〒885－0072
都城市上町2街区
11号
都城合同庁舎6階

0986－23－0192

日 南
〒887－0031
日南市戸高
1－3－17

0987－23－5277
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部室名 課室名 電話番号 主 な 業 務



宮崎労働局の組織②

ハローワーク（公共職業安定所）一覧

安定所名 所在地 電話番号 主 な 業 務

宮 崎
〒880－8533
宮崎市柳丸町131

0985－23－2245

１．仕事探しの方へ
のサービス

①窓口での職業相談・
職業紹介

②求人情報の提供
③雇用保険の給付
④職業能力向上のため
の職業訓練等の相談

２．事業主の方への
サービス

①求人の受付・人材の
紹介

②雇用保険の適用
③雇用に係る助成金・
給付金の支給

④雇用管理サービス
（障害者・高年齢者
の雇用など）

ハローワークプラザ宮崎
（宮崎新卒応援ハローワーク）
（宮崎わかもの支援コーナー）

（マザーズコーナー）

〒880－2105
宮崎市大塚台西1－1－39

0985－62－4141

みやざきJOBパーク＋
（宮崎わかもの応援ハローワー

ク宮崎駅前コーナー）

〒880－0811
宮崎市錦町1－10
宮崎ｸﾞﾘｰﾝｽﾌｨｱ壱番館3階

0985－61－6201

延 岡
（マザーズコーナー）

〒882－0803
延岡市大貫町1-2885-1
延岡合同庁舎１階

0982－32－5435

高千穂町地域職業相談室
〒882－1101
西臼杵郡高千穂町大字三田
井13 高千穂町庁舎別館2階

0982－73－1257

日 向
〒883－0041
日向市北町2－11

0982－52－4131

都 城
（マザーズコーナー）

〒885－0072
都城市上町2街区11号
都城合同庁舎１階

0986－22－1745

日 南
〒889－2536
日南市吾田西1－7－23

0987－23－8609

高 鍋
〒884－0006
児湯郡高鍋町大字上江高月
8340

0983－23－0848

西都市地域職業相談室
（西都市雇用情報センター）

〒881－0015
西都市聖陵町1丁目88
西都市役所北別館

0983－43－1432

小 林
〒886－0004
小林市細野367－5

0984－23－2171
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宮崎労働局ホームページ
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